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であり，イタリア 14.0％，スペイン 14.4％，ドイツ 14.4％，韓国 18.6％，シンガポール 19.5％など
合計特殊出生率が低い国と比較した場合にも最も低い水準であることが示されている。逆に，日本
の 65 歳以上の老年人口の割合は 22.1％であり，イタリア 19.7％，スペイン 16.8％，ドイツ 18.8％，








アイルランド，となっている。しかしながらフランスは，2010 年にはランキング 16 位となり，2050




書』（前出）においては，2008 年のフランスの合計特殊出生率 2.02 を紹介したうえで，家族手当等
の経済的支援，保育サービスの充実，出産・子育てと就労に関して幅広い選択ができるような環境
整備などの政策がとられていることに言及している3。 
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フランスの合計特殊出生率は，18 世紀後半における 4.3 前後から趨勢的に低下し，20 世紀初頭に


































して再び義務崇拝（le culte du devoir）を教え込む（inculquera）ことになるだろう。家族の父親








































さて，「家族に関する 1994 年 7 月 25 日の法律」は，こうした少子高齢化問題をめぐるフランスの
動向を 1990 年代において如実に反映していると考えられる。同法においては，政府が毎年開催する
「家族に関する国民会議」に「フランス人口増加連合」を含む「家族運動（mouvement familial）」












フランスは 1889 年の国籍法制定以来，出生地主義（jus soli）をとり，移民がフランス国籍を取得














現代フランスの人口学者エルヴェ・ル・ブラ（Hervé Le Bras,1943- ）が 1994 の著作『土と血：侵
入の理論』27で，その系譜を辿ろうとしたのであるが，フランスにおける〈侵入〉論は植民地への
「入植（colonisation）」と対概念をなしており，19 世紀を中心とする時期にフランスが植民地帝国













河合　務：フランスの少子高齢化問題と家族 159鳥取大学・鳥大花子：地域学論集執筆の手引き 8point 
Natinal, 略称 FN）」とが人脈的・思想的に結びついているとして強い批判を展開している。具体的
な人脈としては，J. Y. Le Gallou と Y. Blot という人物が「国民戦線」の党員であると同時に「フラ
ンス人口増加連合」の会員でもあることをル・ブラは指摘している31。ル・ブラによる同様の出産
奨励運動批判は 1991 年の著作『マリアンヌと兎：人口学的な強迫』32においても行われている。思






















1990 年時点におけるこのような反論を受けたうえで書かれたのが 1994 年の『土と血：侵入の理
論』および 1998 年の『出自という悪魔：人口動態論と極右』であることを鑑みるとき，出産奨励運
動と極右政党との結びつきという主題がさらに掘り下げられていったということが分かる。 
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を提示している40。また，出産奨励主義者はフランス国民の人口を増加させようとし，国内の外国
人を圧倒することを目指し，帰化の促進には否定的な態度をとることにも既に言及している41。こ



































ために」は 5 人の執筆者により書かれている。まず，「フランス人口増加連合」の会長 Philippe Rossillon，
同団体の機関誌編集長で人口学者の Jacques Dupâquier，経済学者の Michel Godet，人口学者の Jean – 
Claude Chesnais，さらに，「フランス家族計画運動」の共同設立者のひとりである社会学者 Evelyne
Sullerot である。 
合計特殊出生率で言えば，1970 年の 2.47 から 1980 年の 1.95，1990 年の 1.78，1995 年には 1.70
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